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平成２１年度 第３回 松阪市入札等監視委員会 審議概要 

 
 
開 催 日 時 平成２１年１０月２６日（月） 午後１時３０分～４時 
開 催 場 所 松阪市庁舎第２分館 教育委員会事務局 ２階会議室 
出 席 者 

（敬称略：５０音順） 

 
委 員 長  楠井 嘉行（弁護士） 
副 委 員 長  村田 裕 （名城大学教授） 
委 員  坂本 聰子（司法書士） 
委 員  吉川 和男（税理士） 
委 員  吉田 弘一（三重中京大学名誉教授） 
 

事 務 局 磯田 契約監理担当参事 
房木 契約監理課長 
佐藤 検査・契約担当主幹 
高村 契約係長 
橋本 調達係長 
池内 契約係主任 

議 題 議題１ 
入札及び契約手続の運用状況等の報告（平成２１年７月から９月分）

・工事の発注状況について 
・指名停止措置の運用状況について 
議題２ 
抽出事案の審議（吉田委員抽出） 
議題３ 
随意契約締結に係る意見聴取について 
その他 
・総合評価落札方式の試行結果について 
・次回開催日程及び抽出委員の選定 

 
委 員 松 阪 市 

●入札及び契約手続の運用状況等の報告 
 ・工事の発注状況について 

実施入札 160 件、平均落札率 81.34％、平

均参加者 14.2 者であった。前回の期間は骨

格予算であったこともあり発注が非常に少

なかったが、例年の同時期（148 件）と比較

しても若干多い程の発注があった。 
・指名停止措置の運用状況について 
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5件の指名停止を行った。今回、その内の
1件は松阪市発注の案件において指名停止措
置を行っている。その理由としては、入札参

加条件として一級建築士 2 名以上としてい
たにも関わらず、実態として一級建築士が 1
名の現況で入札参加したものであり、指名停

止措置要領中の措置基準にある不正又は不

誠実な行為に該当するとして指名停止 3 ヶ
月としたものである。 

●抽出事案の審議（吉田委員抽出） 
○落札率が高かった又は参加者が少なか

った案件という観点から事案を抽出した。

先ず、落札率が高かった案件であるが、

その率が 90%以上だった案件が 4 件あっ
たが、その全てが参加者の応札の多くが最

低制限価格を下回り落札外となった結果

のものである。予定価格の決定について

は、「くじ」により設計価格の 98.00～
99.99％の範囲内で予定価格を決定してい
るとのことだが、算出率が高く出た場合、

最低制限価格（予定価格の 85％）との関
連で、業者が最低制限価格付近で入札して

いるのにも関わらず、それらの全てが最低

制限価格を下回り落札外となり、予定価格

付近の高値で入札した業者が落札すると

いう不合理な結果を度々招いている。この

状況を打開する案はないだろうか？ 

次に、参加者が少なかった案件について

は、入札参加者が 5 社以下という案件が
20 件あったが、どのような状況下におい
てこのようなことが起こりやすいのか？ 

また、地域指定型の入札参加者について

見てみると、本庁管内と比較すると少ない

ように見受けられるが、参加業者の固定化

といった悪い習慣に結びついている状況

にあるのではないのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確かにご指摘のことは、現行の最低制限

価格制度の不合理さの一面である。実に今

回の落札率が高かった 4件の内、予定価格
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○必ずしも落札率が高い＝参加業者が少

ないといったことではないのか。 

 

 

○案件一覧の中には落札率が 10 分の 8.5

や 3分の2以下のものがあるがこれはどう

いった状況なのか。 

 

 

○設計金額公表型と希望価格型はどのよ

うに使い分けているのか。 

算出率が99.99%と高く出たのが2件あり、
最低制限価格付近で入札していた業者全

てが落札外となり、予定価格付近の高値で

入札した業者が落札するという結果とな

った。最低制限価格制度への現時点の取組

みについては、今年度実施しました総合評

価落札方式の試行の中で、平均型の算定を

行いましたので、後の結果報告の中で詳細

を説明いたします。 
入札参加者数の少なかった件について

は、滅多にしか出ない電気通信工事が 4件

あり、市内・準市内業者で 8社程業者があ

る状況から参加の見込みもあるというこ

とで発注を行ったのだが、実際参加があっ

たのは 4社であったということや、第一清

掃工場焼却炉解体撤去工事については、履

行実績を求める中で該当業者が少なかっ

たこと、また、機械器具設置工事・鋼構造

物工事である除塵機やスクリーンの整備

工事、橋の耐震補強工事といった特殊な工

事が多かったことや、業務委託も含め全般

的に特殊な内容のものが多かったことが

一因となっていると考える。 

地域指定型の入札状況については、地域

の要望や台風等の災害時における迅速な

災害復旧等、地域密着という観点から地元

業者が重要な位置づけであるという認識

は在るが、入札状況や結果から再度検討し

ていかなければならないと考える。 

 

 

一概にそのようには言えないと捉えて

いる。 

 

 

 

通常の設計金額公表型の発注ではなく

希望価格型で発注を行ったものである。 
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○希望価格型の落札率を見ると 50%台が大

半であり、中には 43.94%というのがある。

このような類の設計金額の算定は一体ど

のようになっているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○これまでの意見書において2回連続して

指摘し改善を求めた内容であるが、「くじ」

による予定価格の決定が、その算出率が高

い率で出た場合、最低制限価格（予定価格

の 85％）との関連で、業者が最低制限価
格付近で入札しているのにも関わらず、多

くが最低制限価格を下回り落札外となり、

予定価格付近の高値で入札した業者が落

札するという不合理な結果を度々招いて

いる。1 回目と 2 回目の意見書では、市長

が交代しているのでやむなくその点を考

慮しなければならないとしても、現在、改

善に向けて何かしらは取組んでいるとい

う理解で良いのか。 

 

 

 

 

 

 

 

市内業者の参加が見込めない内容のも

のや、大手企業・プラントメーカーでない

と履行出来ない工事を行わなければなら

ない場合に希望価格型で発注し最低制限

価格を設定せず公告している。 

 

 

 

 

特殊な工事になると市に当該案件の設

計根拠となる歩掛りが無いので、どうして

もメーカーに見積もりを取った内容を根

拠とし設計金額を算定せざるを得ない状

況がある。また、電気設備やポンプについ

ては安価に契約締結したとしても、その後

に継続したメンテナンスが控えている場

合が多く、長く随意契約となっていること

も捉えて十分に考察する必要があると考

えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 改善に向けた取組みの中で、入札参加者

が5社未満となった場合に予定価格算出率

を 98%に固定して開札を行うということに

ついては、概ね理解、賛同を得られている。

しかし、原点から考察する必要があるこ

とから、まず「5 社」という設定が果たし

て妥当なのか否かについて、これまでの開
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確かに業者にとっては、次回はその立場

になるかもしれないという考え方が存在

するのかも知れないが、市民からすれば、

税金を投入して工事が行われる以上、その

不合理さは合点できる内容ではなく、是非

とも解決して欲しいものである。とにか

く、例えば検討した結果、全面的な実施が

難しいということであったとしても、何か

しらに限定して部分的に運用するなどし

て、少しでも改善していただきたい。 

 

 

 

 

 以前と比較すると、入札参加者数が少な

い案件でも、結構落札率が低くなったよう

に見受けるがそのような傾向はあるのか。

札結果の実績データを基に調査分析をし

ているところである。また、市内業者に対

しての発注の中でも、その内容や規模から

どうしても入札参加者が数社に限定され

ることが容易に推測される場合の対応は

どうすべきかなどについても検討をして

いるところであるので、これまでの意見書

の内容を決して無にしてはいないという

ことはご理解いただきたい。 

また、業者にとっては、最低制限価格を

設定する以上、それを下回り落札外となり

他の業者が高値で落札するという不合理

な結果が起こり得るということは制度上

仕方が無いという思いもあると考えてい

るので、その点についても合理的な説明が

できるよう検討しているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全面的な実施が難しいという結果にな

ったとしても、業種や一定の期間を定めて

実施するなどして前進していくよう考え

ている。 

 

 

 

入札価格を入れる時点では入札参加者

数は公表しておらず、結果として入札参加

者数が少ないということになるので、価格

競争は確保されており、応札は真摯に行わ

れているのが大半であるというのが今の

状況であると捉えている。 
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ちなみに、先日当市において開催しまし

た電子入札システム自治体連携会議に参

加していただいた11自治体のほとんどが、

最低制限価格の算出については平均額型

を実施している状況であった。また、県内

では四日市市が同様の変動型を実施して

いるが、最低制限価格は 85%を大幅に下回

り 70%台、時には 60%台の金額になること

もある状況と聞いている。 

 

●随意契約締結に係る意見聴取について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
先ほどの抽出事案の審議においてもあっ

たように、当初に受注した業者がその後のメ

ンテナンスを長期間随意契約していくとい

う典型的な内容であるが、はたしてそのスタ

イルは正当なのか、また、価格的には妥当な

のか。 
 
 
 
 
 
 

10 件の随意契約について委員の意見聴取

をいたしたい。 

①猟師ポンプ場施設整備工事・・・猟師ポン

プ場において運転している水中ポンプは、平

成 2 年度の工事完成から 19 年の期間に亘り

年に 1 度の簡易的な点検しか実施していな

いため、内部の状態を確認していない状況で

あり、工場に搬入し分解整備を行い消耗部品

の交換と調整作業が必要であると考えられ

る。本工事は、猟師ポンプ場の水中ポンプの

機能を損なう事無く、分解整備工事を行う必

要性から、既設の設備と密接な関係にあり、

同一施工者以外の者に施工させた場合には

既設の設備等に著しい支障が生ずるおそれ

があるため、猟師ポンプ場新設工事の受注業

者と随意契約するものである。 

 
 
 
 
 
 
大手企業・プラントメーカーに発注する

とオリジナル製品となるため、どうしても構

造が独自のものとなり、メーカー間での共通

部品が無い状態となる。よって、その後の整

備工事を他のメーカーが請負うとなると部

品の調達が不可能であるため、どうしても当

初の受注メーカーに発注しなければならな
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重要な箇所については、どうしてもメーカ

ーオリジナルの部品とならざるを得ないこ

とは理解できるとしても、新規発注の際に共

通部品でも対応可能な箇所があるような仕

様にしておくなどの工夫をしておけば、後に

発生する整備工事の全てが随意契約とはな

らず、競争性を作用させることができるので

はないか。 
 
 
 
 
 
委員会としての意見 
契約の相手方となることは理解できるが、

価格の妥当性の確保については検証された

い。また、長期的な観点より、新設工事の際

に部分的に共通部品でも対応可能な仕様で

発注を行えば、メンテナンス工事等を実施す

る時に、入札が可能となるということを前提

に検討されたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
製品について特許などの権利などはある

のか。 
 
 
 
 
価格交渉の余地はあるのか。 

 

い状況となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
台風や集中豪雨等なにかしら災害が起こ

った場合の迅速な対応の必要性を視野に入

れて考えれば、工事をどこの業者が施工して

も問題なく出来るようにするということは

非常に重要である。今後はこの考えをより一

層浸透させていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

②「燃焼ストーカ更新整備」・・・第二清掃工

場のごみ焼却施設」焼却炉本体中央部、燃焼

ストーカの全面更新を行うものである。ごみ

焼却のシステムは全てメーカーの独自設計

がなされており、特に焼却炉本体について

は、火格子等の構成部品に他のメーカーの互

換性は無い。施設全体の稼動における責任の

所在の明確化をはかるためにも、当焼却炉施

設新設工事の受注業者と随意契約するもの

である。 
 
 
特許は切れている模様であるが火格子な

どの部品について意匠登録がなされていると

の報告を受けている。 

 
 
今後この予算額を元に減額できるよう交渉
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委員会としての意見 
意匠登録がなされているものであれば他社

の参入の余地はないものと解されるが、契約

金額においては価格交渉を十分行い決定す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
全国で調べたのか。 

 
 
 
装置の内容についてもう少し詳しい説明を

求めます。 
 
 
 
 
 
 
 
導入についての広報はしているのか。 

 

委員会としての意見 

随意契約としての要件は充たしていると考

える。ただし、契約金額の妥当性は十分検討

されたい。 

 
 
 
 
 
 
 

する。 
 
 
 
 
 
③「使用済みスプレー缶等処理装置借

上」・・・処理困難物である使用済スプレー

缶（10,000 本/月）、カセットボンベ、ガス

ライター（15,000 本/月）を環境に適した方

法で、安全に処理できるスプレー缶処理装置

を導入するものです。本機器を製造している

のは調査した結果、他にはいないことから当

該業者と随意契約するものである。 
 
月刊廃棄物などを元に探したと聞いてい

る。同様の製品について調べたが当該製品

以外 は該当しなかった。 
 
 
処理物をタンクの中に投入し、タンク内の

空気を抜いて酸素濃度を下げ、加えて窒素

を封入することで爆発が起こらない状態にす

る。その上で破砕処理を自動で行う。その

後、タンク内に充満している引火性のあるガ

スを排気ファンにて希釈したうえで排出するこ

とで爆発は起こらず処理が完了する。 

 
特にしているとの報告は受けていない。 

 
 
 
 
④「地域材活用学校環境整備事業」・・・

当事業の児童用木製の机・椅子の製造に

は、地元松阪産間伐材の材料使用を条件と

しており、その地域良材の安定的な確保に

始まり学校教育家具の製造・供給・保守ま

で、一貫した対応が可能なのは当該業者だ

けであります。なお、本物品は特許庁への
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価格は平成 18 年当時から変わっていいな

いのか。 

 

 
委員会としての意見 

意匠登録がされているものであり、地産地

消を実現できるのは当該業者であることは理

解できるものの、契約金額の妥当性は十分検

討されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番組内で松阪市の PR はあるのか 

 

平成 20 年度と比較して金額に差はないの

か。 

 

 

 

 

 

 

委員会としての意見 

随意契約としての要件は充たしていると考

える。ただし、契約金額の妥当性は十分検討

されたい。 

 

 

意匠登録がなされている製品である。 

 
 
当時と比較すると変更しているので価格は

若干変更している。 
 
 
 
 
 
⑤「平成２１年度松阪競輪開設５９周年記念

蒲生氏郷杯王座競輪に係るテレビ制作中継

業務委託」・・・記念競輪は、全国的に場外展

開を行っているＦⅠ競輪よりグレードが

高く、より有名選手が参加するレースであ

る。また地上波のレース中継は、競輪ファ

ンだけでなく、広く人の目に触れる絶好の

機会となるため、競輪事業の発展のための

基礎となる。当該業者は県内唯一の地上波

放送であり、本業務の実績が豊富であるこ

と。近隣県の競輪レース中継制作及び放映業

務に従事しており業務に精通していること。

以上の理由により当該業者と随意契約を行

うものである。 
 
一部その様な内容があると聴いている。 

 
 
昨年と比較して約百万円上昇している。理

由については確認していない。後日、担当課

に確認したところ放送日数は変わらないもの

の、本年の開催日程上、祝日が含まれてお

り、土日料金、祝日料金については平日に比

べて高くなっているものである。 

 
 
 
 
⑥「移動通信用鉄塔施設整備事業」・・・携帯

電話エリア整備地区について要望のあった地
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無線電力設備設置業務においては当該業

者の推薦業者を対象に指名競争入札として

いるが、入札の執行に問題はないのか。 

 

 

委員会としての意見 

随意契約としての要件は充たしていると考

える。ただし、契約金額の妥当性は十分検討

されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なぜ⑩の「総務管理事務システム」とま

とめて業者決定をしなかったのか。 

 

 

 

 

区について三重県に報告し、携帯電話事業者

に照会したところ、当該業者から平成 21年
度に飯南町下仁柿樋山地区、飯高町宮本地区

の２箇所について事業参画する旨の連絡を

受けた。平成 21年 2月 9日、同社から、施
設完成後、同社が携帯電話サービスを実施す

る確約書が松阪市に提出された。本事業に参

画するのはこの１社であること、携帯電話設

備は事業者毎に異なる個別の仕様があり、そ

の特殊性から一般競争入札には適さないこ

とから当該業者と随意契約を行うものであ

る。 
 
 
 
同種の入札については前年度にも行って

いるが、特に問題はなかった。 
 
 
 
 
⑦「メールサーバ及びアンチウイルス管理

サーバ賃貸借」・・・メールサーバ及びアン

チウイルス管理サーバが契約満了となるた

め機器の更改を行う。公募型プロポーザル

方式により当該業者が次期「総務管理事務

システム」契約業者として選定された。こ

のシステムで使用する機器の空部分を使

用することで機器本体を購入する必要が

ないことから、機器更新費用の他、運用コ

ストを大幅に減額することが可能となる。

また、この場合保守管理ができるのは当該

業者以外になく随意契約を行うものであ

る。 
 
 
業者決定を行う段階では別業者であっ

たため、このような方法が取りうるか否か

について検討がなされなかった。現時点で

とりうる方法を各社から提案を受け検討
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委員会としての意見 

業者選定を行う際には出来る限り全体

を対象とするように。今回の様に別途随意

契約が発生することが無いように。ただ

し、契約金額の妥当性は十分検討された

い。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ソフトは市民が使用するものなのか。リ

ースなのか。 

 

 

委員会としての意見 

随意契約としての要件は充たしている

ものと考える。ただし、契約金額の妥当性

は十分検討されたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

した結果、もっとも安価かつ、当市の想定

する内容に沿っているものを選定したも

のである。 
 
 
 
 
 
⑧「戸籍総合システムの更改」、「戸籍総合

システムハードウェアの使用料」、「戸籍総

合システムソフトウェアの使用料（移行及

び設定作業を含む）」・・・ハードウェア及

びソフトウェアを新しく更改するものであ

る。ソフトについては操作に習熟し、安定稼

動していることに加え、大きな移行作業その

他が不要になることもあり引き続き当該業

者と契約をすることとした。ハードウェア導

入業者については検討を重ねた結果、ソフト

導入業者と契約するほうがリスク軽減され

る結論に至りソフト、ハードともに当該業者

と随意契約を行うこととするものである。 

 
 
職員が戸籍管理をするために必要なも

のであり、リースである 
 
 
 
 
⑨「住民情報システム運用支援業務委

託」・・・システム関連経費の節減と管理

に要する人員の削減を目的としてシステ

ムの再構築を行った。市販のパッケージシ

ステムの導入を元にそれを若干カスタマ

イズすることで当市の業務にあうように

するものである。それまでは職員が作成し

たプログラムを汎用機で稼動させる旧来

の手法であったが情報量の増加、多様化に

対応できなくなってきていることから、昨

今の一般的なシステムであるクライアン
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住民情報システムとはどのような内容

を含んだものであるのか。 

 

 

 

 

 

 

委員会としての意見 

将来の業者決定にむけて今回の結果に

ついての検討、検証を重ねてもらいたい。

随意契約としての要件は充たしていると

考える。ただし、契約金額の妥当性は十分

検討されたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
委員会としての意見 

業者選定を行う際には出来る限り全体

を対象とするように。今回の様に別途随意

契約が発生することが無いように。ただ

し、契約金額の妥当性は十分検討された

い。 

 

トサーバ形式を導入するものである。設

計、カスタマイズ、機器リース全体の内容、

価格を元にプロポーザル方式で業者決定

を行った。その結果を受け機器リースおよ

び運用経費的な部分が今回の対象である。

当該業者をプロポーザル方式により業者

決定したものである。 

 
 
別紙資料にある選考審査委員会の委員

所属している部課が行っている業務を対

象としている。また、具体的には提案価格

内訳書に記載の業務が対象となっている。

住民基本台帳から選挙人名簿までの約 20

種の業務が含まれている。 
 
 
 
 
 
 
⑩総務管理事務システム機器等賃借及び保

守管理業務委託・・・内部事務処理の効率化

を図るため財務会計、人事給与、勤休管理、

などの各システムの契約満了に伴い新たに

業者選定をし、契約を更改する。公募型プロ

ポーザル方式により応募のあった 2 社から
の提案を企画価格の両面で審査を行い業者

決定した。 

●今年度の総合評価落札方式の試行について 
試行第 2回目ということだが、第 3回目、  
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4回目はどのような予定となっているのか。
 
 
 
 
 
 
通常の公告から契約までの期間はどれく

らいか。 
 
 期間の差はどういった内容なのか。 
 
 
 
 
価格評価と価格外評価のバランスの検討

が今後の課題ということだが、それは発注内

容に応じて、例えば価格点の比重を大きくし

たり小さくしたりするといったことか。 
 
 
 
 今後、どのような工事にこの総合評価落札

方式を適用していくのか。また、工事の総発

注件数に占める割合をどれくらいに設定し

ていくのかという点も課題だと思う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
他の自治体では落札業者を決定する際に

面談を行うこともあると聞いたことがある

 
 特別簡易型で行っているものの、総合評価

落札方式は公告から契約まで少なくとも約

１ヶ月～１ヶ月半の期間を要する。これから

年度末となっていくことを考えると工期の

関係もあり、今年度内に再度行うことは困難

と考えている。 
 
 
約 2週間程で契約まで至る。 

 
業者への評価点の確認期間、それに対する

申立期間、学識経験者への意見聴取といった

内容を設けなければならないため、どうして

も日数を要してしまうことである。 
 
 
 
 
工事の種類によって、価格と価格外評価の

比重を逐次変化させ、落札結果に反映させる

ことが必要であると考えている。 
 
 
 
 
 今回のような方式で一定件数の落札業者

を決定することはある程度妥当であると考

える一方で、本来の総合評価落札方式の趣旨

である工事に入札参加者の意思を反映させ

るという要素を未だに取り入れていないの

で、今後は例えば、災害時に率先して協力し

てくれる業者に対しては、市の災害対策政策

への協力業者という点で、価格以外の評価点

を大きい比重にするなどの措置をとること

が可能か否かという点なども検討して対象

案件を想定しなければならないと考えてい

る。 
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が。 
 
 
今後、松阪市においてこのような発注が年

間でどれ程実施されていくのかは分からな

いが、これこそが「松阪市らしさ」といった

建築や道路を造るといった場合には、それに

対する業者の企画力や思いを価格外評価へ

大きく反映させた政策的要素が強い総合評

価落札方式にすれば良いし、特にそういった

要素が無い場合には、価格の要素が強い形で

行うなどして、ケースによって使い分けをす

るべきだと思う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 さまざまな改正案が在るのであれば、例え

試行でも良いので実際の行動として示して

もらわないと見えてこない。これまでの意見

書で最低制限価格制度の不合理さの改善を

指摘しているが何も動きが無いように見え

るのはその典型である。それがせっかくの良

案であっても提案した時点がずれてしまっ

て的を得ないこととなってしまってはせっ

かく費やした時間が無駄となってしまうの

ではないだろうか。最初から詳細までを決定

して実行しようとせず、大枠を示してまず動

かしてみて、その結果を研究会や当委員会な

どで検証するといった手法で改善して行け

ば、今よりさらに機能的になると考える。今

後、これらの課題について内容を詰めていた

 
国や県では、ヒアリングも行って総合評価

を行う場合もあると聞いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域指定型（飯南・飯高）の入札参加者が

最近は 3～4社と減少してきている問題は、
災害時のことを考えると、その発生場所が飯

南・飯高管内が多いことから、その時には地

元業者に頼らざるを得ないという現実を考

慮すると、一概に地域指定型を撤廃するとい

うことが難しいという現状がある。このよう

な現状の中で、先ほどの例で政策目的に対す

る協力業者という点に評価のウェイトを置

いた総合評価落札方式を実施することで、何

らかの打開策となる可能性もあると考えて

いる。 
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だきたい。 
●次回開催日程及び抽出委員について 
次回開催日を平成 22 年 1 月 27 日（水）の

13：30～とし、抽出委員は坂本委員とする。

 

 


